
AWS リセールサービス(Sunny Pay)利用規約         20231015

第1条 (適用)  

(1) 「AWS リセールサービス（Sunny Pay）利用規約」(以下、「本利用

規約」という。) は、AWS リセールサービス(以下、「本サービス」とい

う。ただし、理由の如何を問わずサービスの名称または内容が変更

された場合は、当該変更後のサービスを含む。）の提供条件および

株式会社アイディーエス(以下、「当社」という。) と本サービスの利用

契約者（以下、「契約者」という。）との間の権利義務関係が定めるも

のとする。本サービスの利用に際しては、本利用規約の全文を確認

の上、本利用規約に同意する必要がある。 

(2)当社は、本利用規約を定め、この本利用規約に基づき本サービ

スを提供する。 

(3) 本サービスは、アマゾン ウェブ サービス ジャパン合同会社(AWS 

Japan)が提供する「Amazon Web Services」を利用したものであり、

契約者はアマゾン ウェブ サービス ジャパン合同会社が定める利用

規約を遵守するものとする。 

(4) 本サービスの利用には、当社の提供する Web サイト「Sunny 

View」（以下、「本サイト」という。）を利用するものとする。 

(5) 本利用規約は、当社と本サービスを利用する契約者(以下、「契

約者」という。) との間の一切の関係に適用されるものとする。当社

が当社ウェブサイト等（「Sunny View サービス仕様書」で定める内容

を含むがこれに限られない。）で掲載する本サービス利用に関する

ルールは、本利用規約の一部を構成するものとする。 

 

第2条 (本サービス内容) 

本サービス内容は以下の通りとする。 

①契約者が Amazon Web Services アカウントを作成し、そのアカウ

ント情報を当社に共有し、当社が Amazon Web Services への支払

いを代行する。なお、当該アカウントの管理不十分、使用上の過誤、

第三者の使用等によって生じた損害に関する責任は、当社の責め

に帰すべき事由が存在しない限り、契約者が負うものとします。 

②当社が US ドルでの利用料金を日本円に換算し、契約者に請求

書を発行する。円換算にあたっては、以下の２つのどちらかのレート

を適用する。 

1)三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社が公表する当社

指定日における為替レートを月単位で適用する。当社指定日は、請

求該当月の 4 日～翌月 3 日の範囲から指定する。 

2)Amazon Web Services の適用レート 

③契約者は本サイトから請求書のダウンロードおよびコスト情報の

確認を行うことが可能である。 

④本サービスの詳細内容については、添付の「Sunny View サービ

ス仕様書」で定めるものとする。 

 

第3条 （本サービスの申し込み） 

本利用規約および Sunny View サービス仕様書に同意したうえで、

当社所定のサービス利用申込書を提出し、当社が受領した時点を

本サービス申し込みの完了時期とする。 

 

第 4 条 (契約の成立) 

(1)本サービスの利用契約（以下、「本契約」という。）の成立までに要

する日数は、本サービス申し込み完了日から 3 営業日を目安とす

る。なお、本サービスのオプションサービスを申し込む場合、本契約

成立までに要する日数は、10 営業日を目安とする。本サービス利用

申込書を当社が受領後、本サービスを開始するに適した状況である

と当社が判断した場合には、当社は申し込みを承諾し、当社所定の

手段により本サービス提供開始日を契約者へ通知するものとし、当

該通知を契約者に発信した時点において、当社と契約者との間にお

いて、本契約が成立したものとする。なお、当社は次の場合に本サ

ービスの申込を承諾しない場合があり、この場合には契約者に対し

その旨を通知する。 

①利用申込に係る契約上の義務を怠る恐れがある場合 

②申込書に虚偽事実の記載や内容の記入漏れ、不備があった場合 

③過去、本契約の条項のいずれかに違反する行為を行ったと当社

が判断した場合 

④前各号に類似する行為がなされた場合 

⑤その他当社が利用を適当でないと判断する場合 

(2) 前項で定める申し込みの拒絶について、当社は、契約者に対し、

損害賠償その他一切の責任を負わないものとする。 

 

第 5 条 （本サービスの解約） 

①本サービスの解約を希望する場合、契約者は当社所定のサービ

ス解約申込書を提出する。 

②解約申込書を受領後、契約者の所有する AWS アカウントについ

て、当社の支払い代行用アカウントからの切り離し日を両社協議の

元、確定するものとする。 

③当社の支払い代行用アカウントから AWS アカウントの切り離し

は、契約者が行うものとする。 

※契約者が当社の支払い代行用アカウントから AWS アカウントの

切り離す日までの AWS 利用料金は、当社の指定する方法により支

払うものとする。 

※AWS アカウントを利用停止する場合、原則、契約者本人が手続き

を行うものとする。 

  



 

第 6 条 (料金) 

(1) 契約者は本サービスの利用において、契約者が利用した AWS

利用料金を当社の指定する方法により支払うものとする。なお、支

払いに必要な振込手数料その他の費用は、全て契約者の負担とす

る。 

(2) AWS 請求代行手数料費用は発生しないこととする。 

(3) 本サイトも無償で利用可能とする。 

(4) AWS 利用料金は、AWS 社が提供するクレジット適用後の金額に

対して当社指定の割引を適用し、算出する。 

(5) 割引の提供にあたり、当社購入の Reserved Instance（以下、

「RI」という。）及び Savings Plans（以下、「SP」という。）を契約者のイ

ンスタンスへ適用する。RI 及び SP の適用は割引の原資となるもの

であり、当社購入の RI 及び SP が適用されることに同意する。ただ

し、当社の RI 及び SP の適用をしない個別の AWS リセールサービ

スのプランを契約する場合は、この限りではない。 

(6) 年間契約の場合、初回申込時点での AWS 利用料金が当社指

定の料金を上回るものとする。 

(7) 契約者の保持する AWS アカウントの無料利用枠の利用は不可

とする。 

 

第 7 条（自動請求処理の同意） 

(1) 契約者は、本サイトから自動処理により生成された請求書を電

子ファイル(PDF 形式)でダウンロードして取得することに同意する。

ただし、請求金額が 0 円の場合、請求書の発行は行わない。 

(2) 契約者は、当社が本サービスを提供するにあたり、本サイト上で

収集される情報（お客さまの個人情報を除いたアクセスログや操作

ログなど）を本サービスの発展を目的として、取得し、分析することに

同意する。 

 

第 8 条 (第三者への委託) 

契約者は本サービス利用にあたり、本利用規約を誠実に遵守し、当

社は当社の責任および負担において、本サービスに関する業務の

一部、または全部を、適当と判断する第三者に委託して行わせる事

ができる。 

 

第 9 条 (契約者の名称等の変更) 

(1) 契約者は、次の各号のいずれか一つに該当する時は、当社に対

しあらかじめその旨を書面により通知しなければならない。 

①法人の名称または商号の変更 

②代表者の変更 

③本店、主たる事業所の所在地または住所の変更 

④本契約に関する窓口担当者の情報(e-mail アドレスを含む)の変

更 

(2) 前項の通知がなかったことで契約者が不利益を被ったとしても、

当社は一切その責任を負わない。 

 

第 10 条 (連絡・通知) 

(1) 本サービスに関する問い合わせ、その他当社から契約者に対す

る連絡の回答通知、または、本契約の変更に関する通知、その他契

約者から当社に対する連絡もしくは通知は、当社の定める方法で行

うものとする。 

(2) 当社が契約者より登録のあった住所、FAX、メールアドレス等の

うち少なくともいずれか一つにあてて通知を行った場合には、万が一

不到達となった場合でも通常到達すべき時に到達したとみなす。 

 

第 11 条 (地位譲渡) 

(1)当社は本契約当事者の地位を、当社の子会社または関連会社

等に対し、営業権・事業権の売却・譲渡等の理由により、契約者に

対する通知のみによって移転することができる。 

(2)契約者は、当社の書面による事前の承諾なく、本契約上の地位

または本利用規約に基づく権利もしくは義務につき、第三者に対し、

譲渡、移転、担保設定、その他の処分をすることはできない。 

 

第 12 条 (本契約の変更) 

(1) 当社は、当社が必要と認めた場合は、民法５４８条の４第１項に

適合する範囲で本規約を変更できるものとする。この場合、当社は、

本契約の変更後の内容、並びにその効力発生時期を定め、効力発

生時期の 30 日以上前に当社 Web サイト

（https://www.sunnycloud.jp/)内および契約者へメール等で告知す

ることで、本利用規約の変更内容を通知するものとする。契約者が

これに特段の異議を述べず本サービスを利用した場合、本利用規

約の変更内容に同意したものとみなす。但し、変更内容が本契約の

内容を著しく変化させ、変更前の契約と変更後の契約とに同一性を

見いだせない場合には、両社協議により変更内容を定めることとす

る。 

(2) 本サービスに関わる料金その他の提供条件は、変更後の本契

約が適用されることとし、契約者は当該変更内容に拘束される。 

(3) 本条第 1 項の通知または e-mail が到達しない場合や、契約者

が未確認の場合であっても、到達しないことの責任が変更後のアド

レスの未通知等、契約者の責めに帰すべき事由に基づく場合には、

変更後の本契約が適用されるものとする。 

(4) 当社は、運営上または技術上の理由により本サービスの提供を

終了することができるものとする。その場合には、終了の２ヶ月前ま

でに、第 12 条(1)に定める方法にて、その旨を契約者に対して通知

するものとする。 

  



 

第 13 条 (著作権等) 

(1)本サービスに関する知的財産権（著作権、特許権、実用新案権、

意匠権、商標権その他の知的財産権（それらの権利を取得し、また

はそれらの権利につき登録等を出願する権利を含みます。）を意味

する。以下同じ。）は全て当社または当社にライセンスを許諾してい

る者に帰属しており、本利用規約に基づく本サービスの利用許諾

は、本サービスに関する当社または当社にライセンスを許諾してい

る者の知的財産権の使用許諾を意味するものではない。 

(2) 契約者が本サービスを通じて文章、画像、映像、ソフトウェア等を

公開する場合、第三者の著作権等、その他の知的財産権を侵害し

ないことを保証する。契約者が第三者の著作物および創作物の違

法な公表、複製、変更、翻案または翻訳等の権利侵害を行った場

合、その責任は契約者に帰属し、当社は一切の責任を負わない。 

(3) 契約者が本サービスを通じて他の利用者または当社の著作物、

創作物を使用する場合、著作権法等の関連法規の定める事項を順

守して適正な使用をするものとする。 

 

第 14 条 (守秘義務および利用者情報) 

(1) 契約者は、本契約期間中はもとより終了後も、本契約に基づき

当社から開示された情報を守秘し、第三者に開示してはならない。 

(2) 前項の守秘義務は以下のいずれかに該当する場合には適用し

ない。 

①公知の事実または当事者の責めに帰すべき事由によらずして公

知となった事実 

②第三者から適法に取得した事実 

③開示の時点で保有していた事実 

④法令、政府機関、裁判所の命令により開示が義務付けられた事

実 

(3)当社による契約者の利用者情報の取扱いについては、別途当社

プライバシーポリシーの定めによるものとし、契約者はこのプライバ

シーポリシーに従って当社が契約者の利用者情報を取扱うことにつ

いて同意する。 

(4)当社は、契約者が当社に提供した情報、データ等を、個人を特定

できない形での統計的な情報として、当社の裁量で、利用及び公開

することができるものとし、契約者はこれに異議を唱えないものとす

る。 

 

 

第 15 条 (契約期間) 

本サービス申し込み時に契約期間が定められていない場合、本契

約の有効期間は、本契約成立日から 3 ヶ月間とし、期間満了の 60

日前までに当社または契約者の一方から書面による異議がなされ

ない時には、本契約は期間満了の翌日から起算して、同一内容に

て更に 1 ヶ月間延長されるものとし、それ以降も同様とする。 

なお、年間契約の場合、本契約の有効期間は、本契約成立日から

12 ヶ月間とし、期間満了の 60 日前までに当社または契約者の一方

から書面による異議がなされない時には、本契約は期間満了の翌

日から起算して、同一内容にて更に 12 ヶ月間延長されるものとし、

それ以降も同様とする。 

 

第 16 条 (解除・利用停止・期限の利益喪失) 

(1) 契約者が以下の各号いずれかに該当した時は、当社は催告お

よび自己の債務の履行の提供をしないで直ちに本契約の全部、ま

たは一部を解除することができ、若しくは本サービスの全部または

一部を停止することができる。なお、この場合でも、当社から契約者

に対する損害賠償の請求を妨げない。 

①本契約または個別契約の一つにでも違反した時 

②当社または第三者の名誉、信用、プライバシー等の人格的利益を

損害する行為、あるいはそのおそれのある行為に及んだ時 

③当社または第三者の著作権、その他の知的財産権を侵害する行

為、あるいはそのおそれのある行為に及んだ時 

④犯罪行為あるいは犯罪行為をそそのかす、または容易にさせる

行為、あるいはそのおそれのある行為に及んだ時 

⑤本サービスの提供を妨害する行為、あるいはそのおそれのある行

為に及んだ時 

⑥第三者の本サービスの利用に支障を与える方法あるいは態様に

おいて本サービスを利用する行為、あるいはそのおそれのある行為

に及んだ時 

⑦ID あるいはパスワードを不正に使用する行為に及んだ時 

⑧本サービスを利用してコンピュータウィルス等他人の業務を妨害

する、あるいはそのおそれのあるコンピュータ・プログラムを使用す

る、または第三者に提供する行為、あるいはそのおそれのある行為

に及んだ時 

⑨風俗、アダルトに関する情報、未成年者や青少年の利用を制限す

る情報を流した時、またはそれに類するかあるいは不適当と当社が

判断した情報を流した時 

⑩その他、他人の法的利益を侵害する、公的良俗に反する方法あ

るいは態様において本サービスを利用する行為に及んだ時 

⑪収納代行会社または金融機関等により、契約者が指定した支払

口座の利用ができなくなった時 

⑫監督官庁から営業停止または営業免許もしくは営業登録の取消

し等の処分を受けた時 

⑬差押、仮差押、仮処分、強制執行、担保権の実行としての競売、

租税滞納処分その他これに準じる手続が開始された時 

⑭破産、民事再生、会社更生または特別清算の手続開始決定等の

申立がなされた時 



⑮自ら振り出しまたは引き受けた手形もしくは小切手が 1 回でも不

渡りとなった時、または支払停止状態に至った時 

⑯合併による消滅、資本の減少、営業の廃止・変更または解散決議

がなされた時 

⑰災害、労働争譲等、本契約または個別契約の履行を困難にする

事項が生じた時 

⑱その他、資産、信用または支払能力に重大な変更を生じた時 

⑲当社への申告、届出内容に虚偽の記載があった時 

⑳当社に対する詐術その他の背信的行為があった時 

㉑前各号に類似する行為がなされた時 

㉒その他当社が不適切と判断する行為がなされた時 

(2) 契約者が前項各号のいずれかに該当した場合、契約者は当然

に本契約およびその他当社との間で締結した契約から生じる一切の

債務について期限の利益を失い、契約者は当社に対して、その時点

において契約者が負担する一切の債務を直ちに一括して弁済しな

ければならない。 

(3) 契約者が請求書に記載されている支払期日を経過し、当社から

の入金催促に応じない時、または支払期日の経過が連続して 2 回

以上発生するなど入金催促を行う事態が定常的に発生すると当社

が判断した際には、当社からの通知を持って本サービスの利用の全

部または一部の停止を行う事ができる。 

(4)本条で定める措置について、当社は、契約者に対し、損害賠償そ

の他一切の責任を負わないものとする。 

 

第 17 条 (サービスの保守・中断・変更等) 

(1) 当社は不慮の事故、不可抗力等のやむを得ない事由により、本

サービスの運用を中断できるものとする。 

(2) 当社は、天災、事変その他の非常事態が発生し、または発生す

るおそれがある時は、災害の予防もしくは救援、交通、通信、もしく

は電力の供給の確保または秩序の維持に必要な事項を内容とする

通信、その他公共利益のために、緊急に行うことを要する通信を優

先的に取り扱うため、本サービスの利用を制限する措置をとることが

できる。 

 (3) 当社は前各項およびこれに類する事由により、本サービス提供

の遅延または中断等が発生してもこれに起因する契約者または他

の第三者が被った損害について、損害賠償その他一切の責任を負

わないものとする。 

 

第 18 条 (反社会的勢力の排除) 

(1) 契約者は、自己または自己の代理人若しくは媒介をする者が、

現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から 5 年を経過

しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動

等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力団集団等、その他これらに準ずる

者（以下これらを「暴力団員等」という。）に該当しないこと、および次

の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたって

も該当しないことを確約する。 

①暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

②暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を

有すること 

③自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者

に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用し

ていると認められる関係を有すること 

④暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなど

の関与をしていると認められる関係を有すること 

⑤役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会

的に非難されるべき関係を有すること 

⑥前各号に類似する関係を有すること 

⑦その他当社が不適切と判断する関係を有すること 

(2) 当社は、契約者が前項の確約に反して、契約者または契約者の

代理もしくは媒介をする者が暴力団員等あるいは前項各号の一に

でも該当することが判明した時は、何らの催告をせず、本契約を解

除することができる。 

(3) 当社は、契約者が本契約に関連して、第三者と下請けまたは委

託契約等（以下「関連契約」という。）を締結する場合において、関連

契約の当事者または代理もしくは媒介をする者が暴力団員等あるい

は第 1 項各号の一にでも該当することが判明した場合、関連契約を

締結した当事者に対して、関連契約を解除するなど必要など措置を

とるよう求めることができる。 

(4) 当社は、契約者が関連契約を締結した当事者に対して前項の措

置を求めたにもかかわらず、関連契約を締結した当事者がそれに従

わなかった場合には、本契約を解除することができる。 

(5) 本条に基づき本契約が解除されたことにより、当社が契約者に

対し原状回復義務として何らかの金銭の支払義務を負う場合であっ

ても、契約者は当該原状回復義務に基づくものと同一の金銭の支

払義務を違約罰として負うこととし、当社はかかる双方の金銭債権

を対当額で相殺することにより、一切の原状回復義務を免れることと

する。なお、当社において、同違約罰を超える損害が存在する場

合、当社は契約者に対し、同損害部分の賠償請求を行うことができ

る。 

 

第 19 条 (割増金) 

契約者が料金等の支払いを不法に免れた場合、契約者は、当社に

対し、その免れた額に加え、その免れた額の倍額を違約金（割増

金）として当社が指定する期日までに支払うこととする。 

 

第 20 条 (延滞損害金) 

契約者が料金その他の債務について支払期日を経過してもなお支

払いがない場合は、契約者は支払期日の翌日から年 14.6%の割合



で計算して算出した額を、延滞損害金として当社に対し支払わなけ

ればならない。 

 

第 21 条 (データ等の取り扱い) 

本サービスにおける契約者のサーバのデータが、滅失、毀損、漏

洩、その他本来の利用目的以外に使用されたとしても、その結果発

生する直接、間接その他一切の損害について、当社はいかなる責

任も負わないものとする。 

 

第 22 条 (責任の制限) 

(1)当社は、契約者が行う Amazon Web Services の利用に関して、

一切の賠償の責任を負わないものとする。 

(2)当社は、本サービスが契約者の特定の目的に適合すること、期

待する機能・商品的価値・正確性・有用性を有すること、契約者によ

る本サービスの利用が契約者に適用のある法令または業界団体の

内部規則等に適合すること、継続的に利用できること、及び不具合

が生じないことについて、明示又は黙示を問わず何ら保証するもの

ではない。 

(3)当社は、本サービスに関して契約者が被った損害につき、当該事

由が発生した時点から起算して直近 1 ヶ月間に契約者が当社に支

払った対価の金額を超えて賠償する責任を負わないものとし、また、

付随的損害、間接損害、特別損害、将来の損害及び逸失利益にか

かる損害については、賠償する責任を負わないものとする。 

(4)本サービスに関連して契約者と他の利用者または第三者との間

において生じた取引、連絡、紛争等については、契約者が自己の責

任によって解決するものとする。 

(5)本サービス以外の第三者サービスに起因して生じた問題につい

て、当社は、一切の責任を負わないものとする。なお、本サービスに

起因して生じた問題であることが客観的に立証できない場合、当該

問題については、第三者サービスに起因して生じた問題であるとみ

なす。 

 

第 23 条 (損害賠償請求) 

契約者または当社は、解除、解約または本契約に違反することによ

り、相手方に損害を与えた時は、その損害を賠償しなければならな

い。 

①契約者が RI 利用不可サービスの契約中に、RI 購入を行った場

合、購入月から契約期間満了までの月数、対象利用料金に対する

割引をおこなわないものとする。 

②契約者が年間契約を途中で解約する場合、既に支払い済の期間

については、当社へ割引適用額を支払わなければならない。また当

社は割引対象利用料金を基準に、契約残月数を乗じた金額を請求

することができる。 

③入金遅延が複数回によって発生する場合、当社は割引の提供を

事前に通知した上で停止することができる。 

 

第 24 条（分離可能性） 

本利用規約のいずれかの条項またはその一部が、消費者契約法そ

の他の法令等により無効または執行不能と判断された場合であって

も、本利用規約の残りの規定及び一部が無効または執行不能と判

断された規定の残りの部分は、継続して完全に効力を有するものと

する。 

 

第 25 条 (協議) 

本サービスの利用に関して、本契約、当社の指導により解決でき

ない問題が生じた場合には契約者との間で双方誠意をもって協

譲し、これを解決するものとする。 

 

第 26 条（準拠法および管轄裁判所） 

(1)本利用規約及び本契約の準拠法は日本法とする。 

(2)本利用規約または本契約に起因し、または関連する一切の紛

争については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁

判所とする。 

 

【施行日：2023 年 12 月 1 日】 

・利用規約バージョン 3.0 

 


